
平成２６年度計画

平成２６年３月３１日策定

独立行政法人中小企業基盤整備機構
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Ⅰ．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達

成するためとるべき措置

１．創業・新事業展開の促進

（１）創業・ベンチャー支援による新事業の創出

①創業に対する相談・助言、情報提供等

・女性・若者等の創業者及び創業を支援する地域支援機関等に対する相談・助言、支援施

策、成功事例、経営ノウハウ等に関する情報提供を行う。

また、新たに創業（第二創業を含む）を行う者に対して、全国４７都道府県の地域事務

局を通じて、その創業等に要する経費の一部に対する助成を行うとともに、産業競争力

強化法に基づき、国からの認定を受けた市区町村の創業支援事業計画に位置付けられた

創業支援事業のうち、市区町村以外の者が実施する創業支援事業の実施に対し、助成を

行う。

・中小企業大学校東京校施設の一部を、創業者の育成を行う地域の拠点として整備し、創

業者への施設提供と企業経営経験者等による相談・助言等を開始する。

・起業事例として模範的な経営者を発掘・表彰する事業（Japan Venture Awards）を行う

とともに、創業機運の向上やアントレプレナーシップの醸成に向けて、セミナー等で創

業やベンチャー企業の取組事例を紹介する。

②新事業創出のための事業化支援

・インキュベーション施設において、成長分野への参入や新事業の創出等に向け、資金調

達・人材・販路・経営ノウハウ等の経営課題に対する相談・助言、機構の持つ多様な支

援ツールを活用した総合的な支援のほか、機構がハブとなり地方公共団体、大学、地域

支援機関等と連携・協働した支援を行い、施設退去時における事業化割合を６５％以上

とする。

・研修等を通じてインキュベーションマネージャーのスキル向上、情報・支援ノウハウの

共有化、支援ネットワークの強化等を図る。

・施設退去後２年経過後の支援先の売上高及び従業者数の増減率、資本規模、地域への定

着状況等の調査・分析等を行う。

（２）中小企業・小規模事業者の成長段階に応じたリスクマネー供給の円滑化等

①起業支援ファンド、中小企業成長支援ファンドの組成促進

・中小企業・小規模事業者へのリスクマネー供給の円滑化を図るため、新規のファンド運

営者等に対して制度説明や活用事例に関する情報提供等を行うことを通じて出資先候補

の発掘に努めることにより、成長初期段階のベンチャー企業や成長分野の参入等の新事

業展開、事業再編・承継、海外展開など、新たな成長発展を目標とする中小企業・小規

模事業者に投資を行う政策的意義の高いファンドを年度内に１０ファンド以上組成する。
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特に、「好循環実現のための経済対策」（平成２５年１２月５日閣議決定）及び平成２５

年度補正予算を受けて健康・医療事業分野への資金供給の強化を図るため、健康・医療

分野の事業に取り組むことにより新たな成長・発展を目指す中小企業者に投資を行うフ

ァンドの組成に注力する。

・ファンド出資事業の実施にあたっては、民間資金の呼び水としての役割に徹しつつリス

ク分散と収益の安定化を図るため、ファンド運営者の投資先企業に対する経営支援実績

等を重視したうえで外部有識者等の意見を踏まえた慎重な審査を行い、投資対象企業の

成長ステージ・業種、ファンド運営者の投資手法・エグジット戦略、組成時期などの面

で多様なファンドに出資を行う。

・組成後のファンドについては、投資委員会へのオブザーバー参加やファンド運営者との

面談等を通じて、出資ファンド毎の投資活動や投資先支援活動の実態把握を行うなど継

続的なモニタリングを徹底し、ファンドに対するガバナンスを確保する。また、ファン

ド運営者に対して情報提供を行うとともに、投資先企業に対して機構の支援ツールの提

供を行うことで、事業成果の向上につなげる。

・中小企業・小規模事業者に対し資金提供者の開拓を支援するマッチングの場を設ける。

具体的には、中小企業・小規模事業者が投資家等に対し具体的なビジネスプランのプレ

ゼンテーションを行い資金調達のマッチング機会を提供する。事業の実施に際しては、

マッチング効果を高めるため、マッチング機会の提供前後にアドバイスやフォローアッ

プ支援等を行うことにより、事業実施後１年以内において具体的な商談やマッチングに

至った割合を５０％以上とする。

・ファンドからの投資後に投資先企業のＩＰＯ達成状況、新規のファンド運営者への出資

状況、地域毎の企業への投資状況、投資後２年経過後の投資先の売上高及び従業者数の

増減率等の調査・分析等を行う。

②ベンチャーファンド等への債務保証

・新たな規制の特例措置の適用を受けて新事業活動を行う者が必要とする資金の借入等や

投資事業計画の認定を受けたベンチャーファンドの借入に対する債務保証については、

金融機関等に対して情報提供を行うなど、制度の利用促進を図る。審査については、制

度の政策目的を勘案しつつ的確に行うとともに、審査期間１００日以内に諾否を決定す

る。

（３）新事業展開に向けた経営課題の解決と経営力向上

・中小企業・小規模事業者の新たなビジネスモデルの展開、成長分野への参入等の新事業

展開に向けた経営戦略・経営計画の策定、生産の最適化等高度な専門性を要する取組や、

都道府県域を超える広域展開又は海外展開等に対し、専門家の派遣により長期かつ一貫

した支援を行う。また、必要に応じ他の支援ツールを組み合わせた総合的な支援を行う。

これらの取組みを通じ、派遣終了後の支援先に対して所期の目標達成状況に関する調査

を実施し、４段階評価において上位２段階の評価を得る割合を９０％以上とする。また、

支援先のサンプリング調査のほか、専門家の派遣開始から２年経過後の支援先の売上高、

経常利益、従業者数の増減率等の調査・分析等を行う。

（４）企業間連携、地域資源の活用等による新たな市場開拓等への支援

・「ものづくり連携グループ」の組成を支援するとともに、地域資源の活用や中小企業・小
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規模事業者等の連携による新商品・サービスの開発等を支援する。支援に際しては、ビ

ジネスプランの策定から販路開拓まで一貫した支援を行い、支援案件に応じて、多様な

機構の支援ツールと組み合わせた総合的な支援を行うことで、域外の市場や海外市場、

成長分野への参入等を支援し、具体的な取引成果につなげていく。

これらの取組みを通じ、新連携事業については認定後３年経過時点、地域資源活用や農

商工連携については認定後２年経過時点の事業化割合を７０％以上とするとともに平成

２６年度中に事業期間が終了する認定案件の事業化割合を９０％以上とする。また、支

援先の認定事業売上高、会社売上高・経常利益等の調査・分析等を行うとともに、マネ

ジメントガイドを作成するなど、支援品質の向上を図る。

「ものづくり連携グループ」の組成については、全国中小企業団体中央会と連携し、事

業の成果達成に向けて事業の支援を行う。平成２６年度は新規・既存のグループにかか

わらずモデルとなりうる優良案件創出に重点を置き活動を行う。

支援にあたっては、専門家を設置することによりグループ形成活動に関する相談・助言

等を実施する。広域マッチング（J-GoodTech の活用）等必要に応じた支援を行う。

また、今後の支援品質の向上につなげるため、連携の成果と課題、個社の経営への波及

的効果、事業化に向けた施策の活用状況等の調査・分析等を行う。

（５）新たな取引先・業務提携先の開拓支援

・中小企業・小規模事業者の販路開拓を支援するため、展示会・商談会等を開催する。具

体的には中小企業等が開発した優れた製品、技術、サービス等を展示し、販売先・業務

提携先などとのマッチングを促進する「中小企業総合展」等を実施する。展示会・商談

会等については、事業実施後１年以内において成約率２０％以上を達成する

・e コマースを活用した中小企業・小規模事業者の経営力の充実を図り、国内外の販路開拓

の拡大を目指すため、中小企業・小規模事業者向けセミナーを e コマース運営事業者等

との連携により実施するとともに、地域支援機関等の支援能力向上に係る地域支援機関

等向け研修を実施する。また、自社ホームページや e コマースサイトを利用して販路開

拓を行う企業や自社ホームページを活用した海外販路開拓を進める企業を支援する。

・国内の大手メーカーや海外企業に技術、製品情報を発信するＷｅｂマッチングシステム

（Ｊ-GoodTech）を運営し、展示会・商談会等と連動したリアルのビジネスマッチングや

商談サポート等を通じて共同開発や販売取引等の実現をサポートすることにより、Ｗｅ

ｂマッチングシステムの中小企業・小規模事業者の登録企業２，０００社以上を達成す

る。なお、各地の地域支援機関等と連携・協働を図り、登録企業を発掘する。また、Ｗ

ｅｂマッチングシステムに係るシステム改善等を行うための不断の見直し等を行う。

・都道府県等との連携を強化し、各地に点在する優れた地域資源商品を有する中小企業・

小規模事業者を効率的に発掘し、国内外市場向け商品開発支援等を行うとともに、クリ

エーターを当該事業のサポーターとして組織化する等、商品開発コーディネート力の強

化を図る。

・これらの取組みを通じ、支援先の販路開拓の実現状況を把握するとともに、事後フォロ

ーアップとして、企業訪問やヒアリング等を継続的に行い、支援先企業の販路開拓支援

を継続的に支援する。

（６）海外展開支援

・海外市場に活路を求める、潜在能力のある中小企業・小規模事業者の海外展開を支援す

るため、相談・助言、セミナーの開催等を行い、海外進出や国際取引等を行う上での経

営上の課題解決に努める。事業実施に際しては、日本貿易振興機構、地域支援機関等と
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の連携・協働を図る。

・中小企業・小規模事業者が自社で計画した海外展開事業計画が実現可能か、投資採算が

とれるか等の実現可能性調査（Ｆ／Ｓ）を支援する。具体的には、本格的な海外展開に

向けた戦略策定を支援するため、海外現地調査に向けた事業計画の策定、海外現地調査、

調査後のフォローアップ支援等を行う。

・中小企業・小規模事業者が海外展示会や多数の海外バイヤーが訪れる国内見本市等の展

示会に出展する際に、出展の準備段階から、商談、成約等に向けたフォローまで、各々

の支援段階に応じた一環支援を行う。また、海外展開を目指す生活雑貨、インテリア、

衣類及びテキスタイル等の中小企業・小規模事業者に対して、海外から現地の市場ニー

ズに精通する海外専門家を招聘し、継続的に商品の企画・開発（改良）の指導・助言等

のアドバイスを行い、海外向けの商品開発を支援する。

・日本の中小企業のパートナーとなる海外企業との事業連携を促進するための商談会等を

開催し、中小企業の海外展開を後押しする。具体的には、商談会等を通じて海外政府機

関との協力関係を構築するとともに、商談後のフォローアップ及びマッチングに係るコ

ーディネートを実施する。また、金融機関等と連携し海外展開に関心を有する中小企業

者に対して、有益な情報提供を実施する。

・海外展開に潜在能力を有する中小企業・小規模事業者７００社以上発掘を達成する。相

談・助言については、その利用者に対して「役立ち度」に関する調査を実施し、４段階

評価において上位２段階の評価を得る割合を９５％以上とする。実現可能性調査（Ｆ／

Ｓ）の支援先に対して、所期の目標達成状況に関する調査を実施し、４段階評価におい

て上位２段階の評価を得る割合を９０％以上とするとともに、そのうち海外展開を実現

した支援先については、支援開始前直近と支援終了後２年経過後の売上高、従業者数の

増減率の調査・分析等を行う。

・これらの取組みを通じ、支援先の海外展開の実現状況を把握するとともに、事後フォロ

ーアップとして、企業訪問やヒアリング等を継続的に行い、窓口相談による対応を図り

ながら、支援先企業の海外展開を継続的に支援する。

２.経営基盤の強化

（１）地域支援機関等への支援機能及び能力の強化・向上支援

①地域支援機関等への支援機能の強化

１）地域支援機関等への訪問活動、研修・講習会等を通じた支援機能・能力の強化・向上

・地域支援機関等への訪問活動による相談助言、施策情報、支援事例、支援ノウハウ等の

提供を行うとともに国の政策課題や地域支援機関等の支援上の課題に対応した専門家等

に対する講習会、セミナー等を行う。

・上記講習会等については、参加者数４，０００人以上を目指し、講習会等の実施後にお

いて、参加者に対して「役立ち度」に関する調査を実施し、４段階評価において上位２

段階の評価を得る割合を９５％以上とする。

・地域に密着して経営支援に取り組む機関の人材を対象として、経営支援に優れた実績等

を有する各地の支援機関において長期実践型の研修を行う。

・平成２７年１月の事業承継税制の拡充に向け、その周知・普及を図るためのセミナーを

開催する等事業承継の円滑化支援を推進する。

・小規模事業者等に対し、より実効性のある施策を展開するため、地域支援機関等と連携
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し、全国の小規模事業者等の情報を把握しデータベースを構築する。

２）よろず支援拠点全国本部事業の重点実施

・よろず支援拠点の全国本部として体制を整備し、よろず支援拠点コーディネーター等へ

の研修を実施する等よろず支援拠点の立ち上げを支援するとともに、課題への助言、優

れた支援事例の取りまとめ・共有等を行うことにより、よろず支援拠点が設定する事業

目標が達成できるよう支援する。

・年度末によろず支援拠点、コーディネーターの評価を行う。

・コーディネーター等への研修については、研修実施後の受講者に対して「役立ち度」に

関する調査を実施し、４段階評価において上位２段階の評価を得る割合を９５％以上と

する。

②中小企業大学校の研修を通じた支援能力の向上

・都道府県や地域支援機関等の職員等に対して、支援人材の育成及び支援能力向上を目的

とした実践的な研修や政策課題に対応した研修を実施する。研修の実施にあたっては、

中小企業・小規模事業者の成功事例等を取り入れた研修教材を開発し、演習等を交えた

実践的な研修をするとともに、海外展開支援、販路開拓支援、農商工連携等新事業活動

支援などの政策課題に対応した研修も実施する。特に、ＩＴ活用能力の向上等の小規模

事業者の特性に合わせた実効性ある支援ができる研修を拡充する。

・中小企業の新たな事業活動の促進に関する法律における経営革新等支援機関の認定に必

要となる中小企業経営改善計画策定支援研修を実施する。

・地域支援機関等からのニーズを把握しつつ研修品質の向上を図り、受講者数は６，７０

０人以上とする。また研修の実施後において、受講者に対して「役立ち度」及び「今後

の利用希望」に関する調査を実施し、「役立ち度」は、４段階評価において上位２段階の

評価を得る割合を９５％以上とし、「今後の利用希望」は、「利用したい」と評価を得る

割合を９５％以上とする。

③情報収集・提供の積極的な推進

・中小企業ビジネス支援サイト（Ｊ－Ｎｅｔ２１）については、国の支援ポータルサイト

である「ミラサポ」と連携を図りつつ運営する。

・支援情報ヘッドライン等により、国・地方公共団体等が独自に実施する施策情報を引き

続き提供するとともに、中小企業・小規模事業者からニーズの高い資金等の施策情報、

施策活用事例及びＱ＆Ａ方式による施策情報等に関する内容を充実するほか、新規の中

小企業支援策等についてＦＡＱ等を活用し分かりやすく情報提供する。多彩な情報を有

効に利用できるようカテゴリの整理を行い、ナビゲーション機能等をさらに向上させる。

・積極的に情報発信を行う仕組み（ＲＳＳ、メール等）を活用し、中小企業ビジネス支援

サイトによる情報提供については、年間アクセス件数６,０００万件以上とする 。また、

利用者に対して「役立ち度」に関する調査を実施し、４段階評価において上位２段階の

評価を得る割合を９０％とする。

・政策課題や支援のあり方に関する調査を行うほか、中小企業・小規模事業者の景気動向

を業種別・地域別に把捉するための「中小企業景況調査」を実施しＷｅｂ等での情報提

供を行う。

（２）多様な経営課題への円滑な対応と経営基盤となる人材の育成
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①多様な経営課題への円滑な対応

・知的資産経営、知的財産、国際化、ＩＴ化、販路開拓、環境・省エネルギー、事業承継、

製品開発、生産性の向上、営業力の強化、国際認証の取得、経営者保証等の経営課題を

抱える中小企業・小規模事業者を支援するため、情報収集・提供、調査・研究、相談・

助言、専門家の派遣等を行う。

これらの取組みを通じ、相談・助言については、その利用者に対して「役立ち度」及び

「今後の利用希望」に関する調査を実施し、「役立ち度」は、４段階評価において上位２

段階の評価を得る割合を９５％以上とし、「今後の利用希望」は、「利用したい」と評価

を得る割合を９５％以上とする。専門家派遣事業については、派遣終了後の支援先に対

して所期の目標達成状況に関する調査を実施し、４段階評価において上位２段階の評価

を得る割合を９０％以上とする。

②経営基盤となる人材を育成する実践的な研修

・中小企業の経営者及び管理者等の経営の基盤となる人材を育成するため、経営戦略の策

定や財務、営業・マーケティング、生産管理、IT 活用能力等における企業の抱える各種

経営課題に対し、直ちに役に立つ実践的な研修を実施する。

・長期研修は、ゼミナールによる自社課題研究を特徴とし、次代の経営者を目指す経営後

継者に必要な基本的能力や知識を実践的に習得する経営後継者研修、経営能力全般を向

上させる経営管理者研修、工場管理の責任者を育成する工場管理者研修を実施する。経

営管理者研修および工場管理者研修は、標準カリキュラムにより実施する。

・短期研修は、自社の経営データを持ち寄った課題の解決や製造業における現場改善実習

など、事例研究の活用、グループによるディスカッション、講師による指導など「気づ

き」を促すカリキュラムとし、企業の個々の問題解決や課題達成に資する内容とする。

・国の中小企業施策と密接に連携した政策課題研修、中小企業を取り巻く環境やニーズの

変化に迅速に対応した研修として、海外展開を志向する中小企業の経営者及び管理者等

に対する海外展開支援研修、ＩＴ経営化を目指す中小企業の経営者及び管理者等に対す

るＩＴ経営研修等を実施する。

・大学校が立地する支援機関や企業に働きかけ、機構の知見・ノウハウを活用した自主研

修を実施する。

・小規模事業者の実態やニーズにあわせ、小規模事業者の利便性などに配慮した研修、創

業者やベンチャー企業、新製品・新市場開発担当者等を対象とした研修を実施する。

・受講企業が研修成果を企業内に定着させ経営力を向上できるように、必要に応じて相談・

助言や専門家の派遣等といった機構の経営支援と融合させた支援を行い、相乗効果を図

る。

・地域支援機関、金融機関等と連携し、中小企業の会計に関する基本要領に基づく財務・

管理会計の必要性の普及と理解を目指す「中小企業会計啓発・普及セミナー」等政策要

請に基づくセミナーを実施する。

・商工指導団体、認定支援機関、金融機関等との連携によるＰＲセミナーの実施、ＯＢ会

の活性化、企業訪問、動画サイトの活用等を通じて、大学校の認知度向上を図ることに

より、新規受講企業の開拓につなげる。

・地域中小企業・小規模事業者等のニーズを把握しつつ、研修品質の向上を図るとともに

関係機関との協力・連携等の取組みにより研修の受講促進を図ることで受講者数を２９，

７００人以上とする。また、研修実施後において、受講者に対して「役立ち度」及び「今

後の利用希望」に関する調査を実施し、「役立ち度」は、４段階評価において上位２段階
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の評価を得る割合を９５％以上とし、「今後の利用希望」は、「利用したい」と評価を得

る割合を９５％以上とする。

（３）中小企業・小規模事業者の連携・共同化、経営の革新、産業集積活性化の促進

①高度化事業の推進（都道府県等と連携・協働した診断・助言と資金支援）

・中小企業・小規模事業者の連携・共同化、経営の革新を推進するため、都道府県や中小

企業支援機関と連携・協働して、高度化事業のニーズを把握し、高度化事業の利用が見

込まれる者に対しては、事業構想の初期段階から、説明会、相談助言、専門家派遣を実

施するなど、構想の具体化から事業実施計画の策定までを支援し、案件組成につなげる。

事業者が策定した事業実施計画に対しては、助言・診断、専門家派遣等を通じて事業計

画の成立性を向上させる。

また、市町村による高度化事業についても、引き続き高度化事業制度の導入に向けた普

及促進を図る。

具体的には、案件の初期段階における現地支援（制度説明、助言、診断）、市町村等に対

する制度説明を合わせて６００件以上行う。

・貸付先の経営支援としてフォローアップ、経営改善計画策定・実行支援を１３０先以上

行う。

・このような支援を通じ、貸付後３年を経過した利用者に対して、あらかじめ設定した省

エネ、生産性や集客力の向上等といった所期の事業実施目標の達成を達成したとする割

合を９５％以上とする。また、事業を実施した組合員等に対し、事業実施から３年を経

過後の売上高、経常利益、従業者数の増減率等の調査・分析等を行う。

②中心市街地、商店街等への支援

・中心市街地活性化協議会等に対し職員や外部専門家を派遣し、基本計画に基づいて協議

会等が行う中心市街地商業活性化に関する取組みや協議会等の組織・運営体制について、

ヒアリング・調査や必要な助言等を１７０地域以上行うことにより、商業機能及びマネ

ジメント能力の向上を支援する。

・商店街等や中心市街地が抱える経営課題及び組織運営の課題の解決を支援するため、ま

ちづくりに関する適切な情報提供を行うとともに、中心市街地活性化協議会等に対して、

職員と外部専門家の派遣により、適切な助言等を行う。

また、専門家派遣事業の利用者に対して「役立ち度」に関する調査を実施し、４段階評

価において上位２段階の評価を得る割合を９５％以上とする。

・中心市街地活性化に資する施設については、適切な管理を行う。

③その他期限の定められた業務

・中期目標期間内に産業用地の残用地を全て譲渡できるよう、地方公共団体、関係機関と

連携し、団地特性に応じた業種、設備投資の動きのある業種へアプローチなどの企業誘

致活動を行い、一層の企業立地を実現する。

併せて、中小企業等に対して、用地情報の提供等立地支援を行う。

・試作開発型事業促進施設について、経過業務期間終了後の移管等に向けて地方公共団体

等と協議を進める。
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３．経営環境の変化への対応の円滑化

（１）東日本大震災の復興支援など災害等への機動的な対応

①東日本大震災の復興・再生支援

・東日本大震災で被災した地域及び中小企業・小規模事業者の本格的な復興の加速に貢献

する。

・東日本大震災により著しい被害を受けた中小企業・小規模事業者等のために工場・事業

場・店舗等の仮設施設の整備やその有効活用に係る支援を行う。

・東日本大震災により被災した中小企業・小規模事業者、地方公共団体、地域支援機関等

に対する相談・助言、専門家の派遣等を通じた再建計画の策定等の支援、地方公共団体

等への商業復興支援を行う。

・東日本大震災により被災した中小企業・小規模事業者に対し、事業活動の実態や支援ニ

ーズ等に関する調査を行う。

・このほか原子力災害で深刻な被害を受けた福島の復興・再生について、機構に求められ

る役割を果たすことで、中小企業・小規模事業者等の事業再開に貢献する。

・東日本大震災で被害を受けた中小企業・小規模事業者等の二重債務問題に対応するため、

平成２３年度に設立された産業復興機構へ出資等を行う。加えて、産業復興機構の運営

者に対する事務経費の支援、中小企業再生支援協議会（産業復興相談センター）の再生

計画策定支援等を受けた被災中小企業・小規模事業者等に対して利子補給を行う財団等

に助成を行う基金の運営を行う。

・日本政策金融公庫等の復興特別貸付等を受ける中小企業等に対して利子補給を行う財団

等に助成を行う基金の運営を行う。

・東日本大震災により被害を受けた中小企業等を対象とする被災道県が実施する貸付制度

への支援を継続する。

・原子力発電所事故によって甚大な影響を被る中小企業・小規模事業者等を対象とする福

島県が実施する貸付制度への支援を継続する。

②大規模な自然災害等への対応

・大規模な自然災害等が発生した場合には、機構の知見とノウハウを結集し、中小企業・

小規模事業者等への支援を果断に行う。

（２）中小企業・小規模事業者の事業再生・事業引継ぎ等への支援

①中小企業・小規模事業者の再生支援、事業引継ぎ支援

・各都道府県の商工会議所等に設置されている認定支援機関の活動を支援するため、全国

本部として、相談・助言、専門家の派遣、支援体制のＰＤＣＡサイクル構築に関する支

援業務、先進事例や案件情報の収集・提供等を行う。特に、認定支援機関が行う中小企

業・小規模事業者の事業再生・事業引継ぎ支援等に対し、認定支援機関の目標達成が図

られるよう、財務・業務デューデリジェンスの支援等の相談・助言を年間７千件以上行

う。これらの取組を通じ、全ての認定支援機関による再生支援業務に係る目標達成、実

現への取組の支援について、全ての認定支援機関から「役に立った」との評価を受ける
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こととする。また、各地域における地域金融機関、商工団体等から認定支援機関が地域

の活力の再生に「役に立った」との評価を受けるための支援及び事業再生・事業引継ぎ

等の支援に係る普及・啓発を行うとともに、認定支援機関の支援能力を向上させるため

の専門家等に対する研修についても、研修実施後の受講者から研修が「役に立った」と

の評価を受ける割合を９５％以上とする。

②再生ファンドによる事業再生支援等

１）再生ファンドによる事業再生支援

・認定支援機関、都道府県、経済産業局等との連携のもと、地域金融機関、信用保証協会、

ファンド運営会社に対して制度説明や先進事例に関する情報提供等を行うとともに、地

域の主要な金融機関、財務局等を訪問しニーズの把握に努めることにより、地域のニー

ズに応じ中小企業再生ファンドを組成する。

・組成後のファンドについては、投資委員会へのオブザーバー参加やファンド運営者との

面談等を通じて、投資活動や投資先支援活動の実態把握を行うなど継続的なモニタリン

グを徹底し、ファンドの活用とガバナンスを確保するとともに、ファンド運営者に対す

る再生事例の紹介や機構支援ツールの情報提供等を通じて、事業成果の向上を図る。

・これら取組みによる成果の目標は、中期目標期間中にファンドから投資した全ての投資

先企業の存続とする。

２）事業再編及び事業再生円滑化のための債務保証

・事業再編や事業再生を図るための借入等に係る債務保証については、金融機関等に対し

て情報提供を行うなど、制度の利用促進を図る。審査については制度の政策目的を勘案

しつつ的確に行うとともに、審査期間１００日以内に諾否を決定する。

（３）小規模企業共済制度及び中小企業倒産防止共済制度の確実な運営

・両共済制度の安定的な運営のため、加入対象者数及び脱退者数等を勘案し、在籍割合を

向上させるよう、平成２６年度における加入目標件数を小規模企業共済制度は９２，０

００件以上とし、中小企業倒産防止共済制度は２６，０００件以上とする。

・上記加入目標件数を達成するため、両共済制度の平成２６年度加入促進計画を策定し、

地方公共団体、中小企業団体等の協力を得ながら、期間加入促進運動（加入促進強調月

間、確定申告期運動等）、地域別加入促進運動（モデル都道府県運動、都市部運動等）な

どを実施し、制度の普及及び加入促進を図る。

・制度の普及及び加入促進を図るため、パンフレット等の配布、関係機関等の発行する広

報誌や専門誌、メールマガジン等を活用した広報を積極的に実施するとともに、動画配

信等インターネットを活用した広報を実施する。

また、加入者の認知媒体等調査や脱退者の解約理由等の調査を行うなど、今後の加入促

進施策の企画・立案に資する加入者動向等の情報収集を行う。

・共済事業部内において事務の連携を図り、契約者に対する施策情報の提供、相談・照会

への迅速な対応、各種提出書類の見直し等に取り組む。また、ホームページの「資料請

求フォーム」等の手段を利用して送付できる資料の範囲の拡充などを実施する。

・中小企業倒産防止共済制度では、審査手法等を効率化し、大規模倒産時など処理件数急

増時等を除き、申請書類の受理後貸付決定までの審査期間１０営業日以内の案件比率を

８６％以上とする。
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目標を達成するため、貸付審査業務マニュアルの改善等を図り、円滑な業務運営を実施

する。

Ⅱ．業務運営の効率化に関する目標を達成するために執るべき措置

１．お客様重視

①お客様重視の業務運営

・「業務に取り組むための３つの基本姿勢」を、階層別研修をはじめとした職員研修等を通

じて徹底し、お客様の期待と信頼に応え、質の高いサービスを提供する。

・お客様視点で前例にとらわれない柔軟な発想による取組を積極的に推進することとし、

制度・業務の改善や新たな施策に反映するため、支援現場における地域や中小企業・小

規模事業者のニーズの吸い上げを行う。

・現場重視を第一とし、地域本部をはじめとした広域的な実施体制を整備・活用する。

地方公共団体、地域支援機関等、政府関係機関、ＮＰＯ等の新たな支援の担い手等との

ネットワークを強化し、機構はその専門的な知見を活かして、これら関係機関との連携・

協働を一層強化する。また、多種多様な情報、販路、技術、人材等の経営資源を持つ大

企業、技術シーズや知見・ノウハウなどを有する大学、研究機関等の様々な主体との広

域的なネットワークを強化する。

②ＩＴの活用によるお客様へのアプローチ

・全ての中小企業・小規模事業者等に必要とする施策情報等が認知されることを目指し、

支援施策の周知、認知度向上を図るため、機構が取り組んでいる業務をわかりやすく解

説した動画を機構ホームページなどのウェブサイトに公開するなど、インターネットを

活用した情報発信力を強化する。

・機構ホームページについて、機構事業の周知を第一義的に、分かりやすく、かつ快適な

閲覧性を目指す。具体的には機構事業の潜在的な利用層が事業を活用しやすくなるよう、

利用者の声や活用事例を充実させるとともに、必要な最新情報等をタイムリーに発信す

る仕組み等を検討する。また、機構公式 Facebook 及びメールマガジンの内容の充実や利

用ユーザー数の拡大等を通じて、機構ホームページの年間アクセス件数を、３,０００万

件以上とする。

・支援対象の増加、支援件数の増加が見込まれる状況下において、効率的・効果的な支援

を行うため、発展するＷｅｂ技術に対応して、中小企業向けビジネスポータルサイトで

ある J-Net21 のワンストップ情報発信力の強化を図る観点から、中小企業・小規模事業

者自らが支援内容等について検索・選択できる仕組みを構築し、中小企業・小規模事業

者に対する利便性の向上に努める。

２．組織パフォーマンス・組織力の向上、業務の改善と新たなニーズへの対応

①組織パフォーマンスの向上

・業務改革を推進する部署を新たに設置し、ＩＴの活用等に関する基本的な計画を策定の
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上、組織内の情報共有の強化、意思決定の迅速化等を図る。

・平成２５年１０月の組織改編の趣旨を踏まえ、柔軟かつ機動的な組織づくり、意思決定

の迅速化及び責任の明確化を図るため、組織の大括り化を意識した人員配置と管理職層

のマネジメント力の向上に取り組む。加えて、女性職員の活躍を推進するため、女性職

員の能力発揮の促進に取り組む。

・人事評価制度による平成２５年度評価結果を職員の賞与及び昇給・昇格等の処遇に反映

させる。また、平成２５年度に行った制度変更の運用を定着させるとともに、平成２６

年度においては、より職員にとって公正な評価制度となるよう必要に応じた改善を行う。

・若手職員には将来のキャリアパスを描くための業務経験を積ませ、中堅職員には専門性

を磨かせる人事に努める。また、各階層に求められる役割を効果的に発揮するための階

層別研修をはじめ、専門家活用能力や各事業の業務遂行能力を高めるための内部研修や

中小企業診断士養成課程、外部機関や関係省庁が実施する研修等への派遣、通信教育な

ど多様な手段を講じ、専門性向上が業務経験と研修等の相乗作用より計画的に行えるよ

う取り組む。また、専門スキルを持った人材の確保のため、必要に応じて社会人採用を

実施する。

・機構全体としての専門性・多様性の確保・強化を図るため、成長分野、海外展開、販路

開拓など特定分野での高い専門性と支援意欲をもつ外部専門家の登用に努める。また、

外部専門家を擁する事業部門間で情報共有を図り、効果的かつ柔軟な外部専門家の登

用・活用に努める。

②適切な評価を踏まえた業務改善と新たなニーズへの対応

・業務遂行上の問題を早期に発見し、迅速に対応することができるよう、四半期ごとの損

益状況の確認や事業の評価指標等の内部指標により、事業の進捗状況を把握する。

・全ての事業について横断的な見直しを行い、十分に成果が得られていない業務や他の支

援機関が類似のサービスを提供している業務は、その必要性を検討し、改善又は廃止す

る。

・本計画における事業評価等は、施策利用者等の情報をもとに、「企画」、「実施」、「評価・

検証」、「事業の再構築等」により適切に行い、事業成果を向上する。

・事業再生円滑化債務保証業務は、業務ニーズの的確な把握に努める。

・中小企業大学校では、中小企業・小規模事業者の経営者、経営管理者等を対象に自社の

経営課題解決につながる研修、小規模事業者等の事業活動の活性化担当者を対象に支援

能力の向上につながる研修、政策課題に対応した研修に重点を置き実施する。

・中小企業大学校における企業向け研修及び中小企業支援担当者向け研修に係る業務（研

修企画・募集に係るものを除いた業務）並びに施設の運営等業務については、民間競争

入札による民間委託を実施する。実施にあたっては、業務が円滑に実施されるようモニ

タリング等により業務実施状況を把握し、業務実績評価を行う。

３．業務運営の効率化・適正化を図るための取組

①業務経費等の効率化・適正化

・運営費交付金を充当して行う業務の効率化は、中期目標に基づき、一般管理費（退職手

当を除く）及び業務経費（退職手当を除く）の合計について、新規追加部分及び一般勘

定資産の国庫納付に伴って当該年度に新規に運営費交付金で手当される部分を除き、毎

年度平均で前年度比１．０５％以上の効率化を図る。

・人件費総額、給与の支給基準の設定等に関しては、独立行政法人改革等に関する基本的
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な方針（平成 25 年 12 月 24 日閣議決定）に即して対応する。

・給与計算、資金出納、宿舎管理等の管理業務は、引き続き集約化やアウトソーシングの

活用などにより業務の効率的な運営のための取組を行うともに、より効率的なあり方を

検討する。

・中小企業・小規模事業者の負担に配慮しつつ、各種研修の受講料、専門家の派遣料等に

ついては、適切な受益者負担の見直しに努めるとともに、インキュベーション施設等の

賃貸料等については、収支均衡を念頭に置きつつ施設運営を行い、自己収入の確保を図

る。

②契約の適正化

・契約（少額随意契約を除く。以下同じ。）については、随意契約によることが真にやむを

得ないもの以外は、一般競争入札等（競争入札及び企画競争・公募。以下同じ。）による

ものとする。

一般競争入札等を行う場合は、1者応募・応札回避に向けて、業務内容及び業務量を示し

た仕様書等の提示、競争参加資格の緩和、十分な公告期間の確保等により、多くの事業

者が参加できる環境づくりなど契約の適正化の推進に努め競争性・透明性・公平性を確

保する。

ただし、震災復興支援等事務・事業の特性に応じて合理的な調達を行うこととする。

機構ホームページにおける入札・契約情報のＲＳＳによる取得・サービスの周知・浸透

を図るとともに、契約担当者等による競争参加登録業者のメールアドレス利用促進に努

める。

一定基準以上の案件の調達方針については「入札・契約手続委員会」に事前に諮ること

により契約手続きの適正性を確保するとともに、事後評価については外部有識者や監事

を委員とする「契約監視委員会」において点検を行う。契約監視委員会等で指摘された

事項については、実効性等を検討しその後の調達手続きに反映するなど、契約手続きの

一層の改善に向けた不断の見直しに引き続き取り組むとともに、地域本部等の契約担当

者への周知徹底及び情報共有を図る。なお、契約監視委員会の運営については、契約行

為に直接携わらない監査統括室が担うことにより、執行・審査の相互けん制の確保を図

る。

また、入札・契約の適正な実施については、監事等による監査を受けるものとする。

なお、随意契約見直し計画に係る取組状況、契約監視委員会審議概要、関連法人との契

約等について、機構ホームページで公表する。

③情報公開による透明性の確保

・業務運営の状況、財務、監査、入札・契約関連情報、給与水準の適正化の取組、給与実

態、各種報告等の情報を迅速にわかりやすく公表する。

・中小企業倒産防止共済制度における異常危険準備基金の必要性と規模に関し、その考え

方及び必要額並びに制度の維持と安定的な運営に必要な事業費の支出内容を、事業報告

書に記載する。

・ファンド出資事業について、ファンド種別ごとの出資履行金額、分配金額及び出資金損

益の年度データ及び累計データを事業報告書に記載する。

・高度化事業の貸付債権の償却に際しては、償却の状況及び償却の審査プロセスについて

事業報告書に記載にする。
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④内部統制の充実等

・内部統制機能は、更なる充実・強化を図ることとし、必要な体制や規程等の整備を行う。

その際、総務省の「独立行政法人における内部統制と評価に関する研究会」が平成 22年

３月に公表した報告書（「独立行政法人における内部統制と評価について」）、及び総務省

政策評価・独立行政法人評価委員会から独立行政法人等の業務実績に関する評価の結果

等の意見として各府省独立行政法人評価委員会等に通知した事項を参考にする。

・財務の健全性及び適正な業務運営の確保のため、金融業務に係る内部ガバナンスの高度

化を図る。具体的には、財務状況やリスク管理状況を専門的に点検するため、金融業務

のリスクを的確に管理するための内部規程等の整備、外部有識者等により構成される統

合的なリスク管理のための委員会等の設置について検討を行うとともに、事業別収支情

報等の情報公開等を行う。

・内部監査は、監査計画を策定し、被監査部門に対して事前調査を行った上で、内部監査

チェックリストを作成し、事前ヒアリングを行う等して監査の充実を図る。また、効果

的な監査とするため、監査後には監査結果説明会を開催し、監査結果に対する被監査部

門の事実及び問題認識を確認し、改善方針を求める等の対応を行う。さらに、内部監査

を実施した被監査部門に対して、監査指摘事項の対応状況をモニタリングしていくこと

とする。

被監査部門は、監査結果に基づく改善内容について、適切に実施する。

・コンプライアンスへの対応は、単に法令遵守にとどまらず、広くステークホルダーとの

関係において社会的使命を果たす。機構役職員は、法令・社会理念はもとより、機構の

基本理念・経営方針に基づき積極的に行動・実践する。

・共済業務・システムの最適化については、資産の棚卸及びマニュアル整備を推進する。

また、今後の最適化計画実施に向け、実現可能な事項の整理を併せて行うなど、業務の

効率化・合理化、利用者の利便性の維持・向上、安全性・信頼性の確保等を図る。

・平成２５年度に実施した WAN システム機能の見直し・改善・更新の結果も踏まえ、平成

２６年度においては、現行の WAN 利用者に加え、外部関係機関との情報連携を行う事業

の展開など WAN システムと外部機関等の有するシステムとのインターネット等外部環境

を経由した情報連携に対応し、WAN システムの運用維持管理の強化及び業務の効率化等、

業務最適化を推進していく。

・政府方針等を踏まえた情報セキュリティポリシーを遵守し、機構が取り扱う情報資産の

安全性の維持に関する組織的な取り組みを推進する。

・その他、既往の閣議決定等に示された政府方針に基づく取組及び会計検査院等の指摘を

着実に実施する

Ⅲ．財務内容の改善に関する事項

１．財務内容の改善

①財務内容の改善に関する取組

・小規模企業共済の資産は、安全かつ効率的な運用に留意しつつ、法令に定める共済金の

給付を将来にわたり確実に行えるよう、「運用の基本方針」に沿って運用を行う。

資産運用状況については、基本ポートフォリオの効率性や自家運用資産及び委託運用資
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産に係る収益率等について検証・評価を行い、定期的に外部有識者等で構成する「資産

運用委員会」に報告し、評価を受けるとともに、運用の基本方針や基本ポートフォリオ、

繰越欠損金の削減計画の見直しなど重要事項について助言を受け、必要に応じこれらの

見直しを行う。また、運用対象の多様化、新たな株価指数及びリバランスルールの検討

を行う。

なお、共済制度の資産運用状況に係る情報は、機構ホームページ等で積極的に公開する。

・施設整備等勘定及び出資承継勘定は、引き続き管理費用の削減等に努め、収支の改善を

図る。

出資承継勘定のベンチャー企業にする出資は、投資先の経営状況を適切に把握するとと

もに、適正に評価した価格での売却を基本とした株式の処分を目指し、投資先企業等と

の協議を行う。

・産業投資特別会計による出資承継勘定の出資先法人（三セク）に対する出資については、

毎年度の決算の報告等を通じて、適切に経営状況の把握を行い、経営健全化計画の実行

状況を管理するなど、事業運営の改善を求めることとし、事業運営の改善が見られず、

経営状況の一層の悪化が見込まれる場合には、関係省庁及び他の出資者とも協議の上、

可能な限り早期の株式処分を図る。

②その他財務の健全性の確保に関する取組

・高度化事業の債権の回収については、都道府県と回収方針の共有化を図る。債権管理・

回収に係る都道府県への支援策として、債権管理研究会の開催、債権管理アドバイザー

業務、調査・アドバイザリー業務及び回収委託支援業務を引き続き実施する。

併せて回収不能な債権について、償却を行うことにより、不良債権処理の促進を図る。

さらに、回収委託業務の拡充を図り回収の円滑化・早期化に取り組む。貸付けにあたっ

ては、事業計画の進捗に合わせて複数回の現地支援を実施し、財務状況の精査、償還能

力の確認等のほか、診断・助言への対応状況の確認を行い、確実な審査を行う。

・中小企業倒産防止共済制度における共済貸付金回収については、回収専門人材の活用及

び専門的なノウハウの導入や回収業務のマニュアルの内容を適宜修正するなど回収管理

体制の強化を実施し、着実な債権回収を進める。

特に、高額貸付者に対する貸付直後の現況確認の実施や延滞発生直後の早期対応、継続

的なモニタリングを徹底するなど、要回収債権に係る管理措置を確実に行う。

・債務保証業務の実施にあたっては、各制度趣旨に鑑み利用の促進を行い、代位弁済率が

各制度趣旨を勘案して抑制されるよう、確実な審査を実施する。

また、債務保証先の業況に応じた適切な層別管理を実施するとともに、必要に応じて外

部機関を活用する等回収の最大化に努め、求償権の回収管理の徹底を図り、適切な償却

処理を行う。

・その他出資事業については、出資先の経営状況を適切に把握するとともに、出資者とし

て、当該事業の政策的意義、地域経済への諸影響に留意しつつ、業務の改善を求めるな

ど、適切に対処する。

・旧産業用地事業における土地譲渡割賦債権等については、債務者の業況等のモニタリン

グを実施し、個別債務者の財務内容を分析する等により、状況に応じた適切な措置を講

じ、回収を進める。

２．保有資産の見直し等

・地方事務所については、日本貿易振興機構の国内事務所と会議室の共用化を推進すると

ともに業務協力に関する合意書に基づき事務所間の一層の連携強化を図る。
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・試作開発型事業促進施設について、経過業務期間終了後の移管等に向けて地方公共団体

等と協議を進める。

・中心市街地都市型産業基盤施設は、地方公共団体等と売却又は移管に向けた協議等を行

う。

・インキュベーション施設の廃止又は地方公共団体等への移管を行う場合には、廃止・移

管に要する費用・対価等について明らかにした上で実施する。

・所有宿舎は、保有の必要性、代替手段とのコスト比較等を行い、継続して見直しを行う。

また、廃止対象の借上宿舎については、廃止に向けた検討を行う。

・中小企業大学校の施設については、外部専門家の意見等を踏まえて利用促進に向けた取

組を実施し、施設の稼働率を向上する。

・第２種信用基金については、経過業務に係る債務保証残高の減少に応じて、不要額が生

じれば随時国庫納付する。

・平成２６年度の一般勘定資産の国庫納付の適否及び金額については、今後、機構全体が

債務超過に陥ったりあるいは緊急の中小企業対策等に必要な資金の不足に陥ったりする

ことのないよう、主務省と協議を行い、決定する。

・その他保有資産は、その利用度のほか、本来業務に支障のない範囲での有効利用可能性

の多寡、効果的な処分、経済合理性といった観点に沿って、その保有の必要性について

不断の見直しを行う。

Ⅳ．予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画

（１）予算計画（別紙１）

（２）収支計画（別紙２）

（３）資金計画（別紙３）

Ⅴ．短期借入金の限度額

運営費交付金の受入の遅延、業務運営等に係る資金の暫定立て替え、その他予見し難い

事象の発生等により生じた資金不足に対応するための短期借入金の限度額は、３５３億円

とする。

Ⅵ．重要な財産を譲渡し、又は担保に供しようとするときは、その

計画

Ⅶ．剰余金の使途

各勘定に剰余金が発生した時には、後年度負担に配慮しつつ、各々の勘定の負担に帰属
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すべき次の使途に充当する。

・職員の資質向上のための研修等

・広報活動の充実

・任期付職員等の新規採用

・職場環境の改善、福利厚生の充実

・施設の充実、改修

・重点業務への充当（創業・新事業展開の促進、経営基盤の強化、経営環境の変化への対

応の円滑化等）

Ⅷ．その他主務省令で定める業務運営に関する事項

１．施設及び設備に関する計画

・東日本大震災への対応として、著しい被害を受けた中小企業・小規模事業者等のために

工場・事業場の整備等を行う。

・中小企業大学校、インキュベーション施設等の修繕及び改修工事等を行う。

２．人事に関する計画（人員及び人件費の効率化に関する目標を含む。）

業務の実施に必要な人員を配置する。

３．積立金の処分に関する事項

主務大臣の承認を受けた積立金については、下記の事業・業務等に充当するものとする。

・地域の中小企業・小規模事業者活性化のための業務

・東日本大震災に係る復興支援業務

・産業基盤整備勘定（第二種信用基金）に係る債務保証業務

・独立行政法人中小企業基盤整備機構法附則第８条に掲げる旧繊維法に係る業務

４．その他機構の業務の運営に関し必要な事項

本計画は、中小企業・小規模事業者の経営環境や経済環境の急激な変化があった場合に

は、機動的かつ円滑な対応が可能となるよう見直しを行うことがある。

以上



別紙１

26年度計画（平成26年4月～平成27年3月）の予算

＜一般勘定＞
（単位：百万円）

区 分 金 額
収 入 57,675

運営費交付金 15,314

その他の補助金等 546

借入金等 211

貸付等回収金 36,202

貸付金利息 1,348

業務収入 3,513

運用収入 400

その他収入 141

支 出 159,360

業務経費 68,386

貸付金 12,733

出資金 66,600

借入金等償還 438

一般管理費 1,203
その他支出 10,000

※端数処理の関係で合計が合わないことがある。
※平成２６年度の一般勘定資産の国庫納付の適否及び金
額については、今後、機構全体が債務超過に陥ったりある
いは緊急の中小企業対策等に必要な資金の不足に陥っ
たりすることのないよう、主務省と協議を行い、決定する。

17



＜産業基盤整備勘定＞
（単位：百万円）

区 分 金 額
収 入 523

業務収入 119

運用収入 402

その他収入 2

支 出 380

業務経費 218

代位弁済費 98

一般管理費 24
その他支出 40

※端数処理の関係で合計が合わないことがある。
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＜施設整備等勘定＞
（単位：百万円）

区 分 金 額
収 入 2,025

貸付等回収金 69

貸付金利息 1

業務収入 1,933

運用収入 16

その他収入 6

支 出 1,194

業務経費 1,139

一般管理費 55

※端数処理の関係で合計が合わないことがある。
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＜小規模企業共済勘定＞
（単位：百万円）

区 分 金 額
収 入 1,099,086

運営費交付金 4,234

貸付等回収金 441,458

貸付金利息 5,765

業務収入 549,222

運用収入 97,153

その他収入 1,254

支 出 1,126,386

業務経費 700,585

貸付金 425,649

支払利息 14

一般管理費 137

※端数処理の関係で合計が合わないことがある。
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＜中小企業倒産防止共済勘定＞
（単位：百万円）

区 分 金 額
収 入 228,267

運営費交付金 1,536

貸付等回収金 42,699

貸付金利息 249

業務収入 180,453

運用収入 3,323

その他収入 8

支 出 75,537

業務経費 35,486

貸付金 39,937

支払利息 1

一般管理費 114

※端数処理の関係で合計が合わないことがある。
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（単位：百万円）

区 分 金 額
収 入 29

業務収入 7

運用収入 22

その他収入 0

支 出 21

業務経費 19

一般管理費 2

※端数処理の関係で合計が合わないことがある。

＜出資承継勘定＞
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別紙２

26年度計画（平成26年4月～平成27年3月）の収支計画

＜一般勘定＞
（単位：百万円）

区 分 金 額
費用の部 70,449

経常費用 70,449

業務経費 68,535

一般管理費 1,161

減価償却費 694

財務費用 16

その他の費用 43

収益の部 69,677

経常収益 65,189

運営費交付金収益 15,314

資産見返運営費交付金戻入 26

資産見返補助金等戻入 173

補助金等収益 45,519

貸付金利息 1,348

事業収入 2,281

財務収益 400

その他の収益 128

臨時利益 4,488

貸倒引当金戻入益 4,488

純利益（△純損失） △ 772

前中期目標期間繰越積立金取崩額 2,798

総利益（△総損失） 2,027
※端数処理の関係で合計が合わないことがある。
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＜産業基盤整備勘定＞
（単位：百万円）

区 分 金 額
費用の部 1,318

経常費用 1,318

業務経費 225

一般管理費 23

減価償却費 0

引当金繰入 1,069

その他の費用 0

収益の部 750

経常収益 516

事業収入 112

財務収益 402

その他の収益 2

臨時利益 234

貸倒引当金戻入益 234

純利益 （△純損失） △ 568

前中期目標期間繰越積立金取崩額 564

総利益 （△総損失） △ 4
※端数処理の関係で合計が合わないことがある。
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＜施設整備等勘定＞
（単位：百万円）

区 分 金 額
費用の部 1,896

経常費用 1,896

業務経費 1,288

一般管理費 50

減価償却費 553

その他の費用 5

収益の部 1,925

経常収益 1,869

貸付金利息 1

事業収入 1,846

財務収益 16

その他の収益 6

臨時利益 55

貸倒引当金戻入益 55

純利益（△純損失） 29

総利益（△総損失） 29
※端数処理の関係で合計が合わないことがある。
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＜小規模企業共済勘定＞
（単位：百万円）

区 分 金 額
費用の部 700,448

経常費用 700,448

業務経費 700,023

一般管理費 136

減価償却費 274

財務費用 14

その他の費用 1

収益の部 721,654

経常収益 721,654

運営費交付金収益 4,234

資産見返運営費交付金戻入 90

資産見返補助金等戻入 1

貸付金利息 5,765

事業収入 647,516

財務収益 105

責任準備金戻入 63,935

その他の収益 9

純利益（△純損失） 21,206

総利益（△総損失） 21,206
※端数処理の関係で合計が合わないことがある。
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＜中小企業倒産防止共済勘定＞
（単位：百万円）

区 分 金 額
費用の部 186,138

経常費用 185,012

業務経費 184,275

一般管理費 113

減価償却費 200

引当金等繰入 422

財務費用 1

その他の費用 1

臨時損失 1,125

完済手当金準備基金繰入 1,125

収益の部 186,225

経常収益 185,568

運営費交付金収益 1,536

資産見返運営費交付金戻入 0

資産見返補助金等戻入 0

貸付金利息 249

事業収入 182,626

財務収益 1,149

その他の収益 8

臨時利益 657

異常危険準備基金戻入益 657

純利益（△純損失） 87

前中期目標期間繰越積立金取崩額 177

総利益（△総損失） 264
※端数処理の関係で合計が合わないことがある。
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（単位：百万円）

区 分 金 額
費用の部 21

経常費用 21

業務経費 19

一般管理費 2

その他の費用 0

収益の部 29

経常収益 29

事業収入 7

財務収益 22

その他の収益 0

純利益（△純損失） 8

総利益（△総損失） 8
※端数処理の関係で合計が合わないことがある。

＜出資承継勘定＞
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別紙３

＜一般勘定＞
（単位：百万円）

区 分 金 額
資金支出 322,931

業務活動による支出 92,572

投資活動による支出 160,867

財務活動による支出 187

次事業年度への繰越金 69,304

資金収入 322,931

業務活動による収入 48,798

運営費交付金による収入 15,314

その他の補助金等 546

貸付等回収金 27,206

事業収入 3,923

その他の収入 1,809

投資活動による収入 243,218

勘定廃止に伴う資金の帰属額 16,101

前事業年度よりの繰越金 14,814

※端数処理の関係で合計が合わないことがある。

26年度計画（平成26年4月～平成27年3月）の資金計画

※平成２６年度の一般勘定資産の国庫納付の適否及び金
額については、今後、機構全体が債務超過に陥ったりある
いは緊急の中小企業対策等に必要な資金の不足に陥っ
たりすることのないよう、主務省と協議を行い、決定する。
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＜産業基盤整備勘定＞
（単位：百万円）

区 分 金 額
資金支出 31,679

業務活動による支出 335

投資活動による支出 31,061

財務活動による支出 40

次事業年度への繰越金 244

資金収入 31,679

業務活動による収入 526

事業収入 119

その他の収入 407

投資活動による収入 31,145

前事業年度よりの繰越金 9

※端数処理の関係で合計が合わないことがある。
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＜施設整備等勘定＞
（単位：百万円）

区 分 金 額
資金支出 11,061

業務活動による支出 1,194

投資活動による支出 9,596

次事業年度への繰越金 271

資金収入 11,061

業務活動による収入 1,924

貸付等回収金 69

事業収入 1,822

その他の収入 33

投資活動による収入 8,867

前事業年度よりの繰越金 270

※端数処理の関係で合計が合わないことがある。
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＜小規模企業共済勘定＞
（単位：百万円）

区 分 金 額
資金支出 1,843,414

業務活動による支出 1,124,698

投資活動による支出 705,890

財務活動による支出 61

次事業年度への繰越金 12,765

資金収入 1,843,414

業務活動による収入 1,102,264

運営費交付金による収入 4,234

貸付等回収金 441,458

事業収入 553,342

その他の収入 103,230

投資活動による収入 730,846

前事業年度よりの繰越金 10,304

※端数処理の関係で合計が合わないことがある。
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＜中小企業倒産防止共済勘定＞
（単位：百万円）

区 分 金 額
資金支出 602,040

業務活動による支出 75,357

投資活動による支出 524,925

財務活動による支出 30

次事業年度への繰越金 1,727

資金収入 602,040

業務活動による収入 227,074

運営費交付金による収入 1,536

貸付等回収金 42,699

事業収入 179,214

その他の収入 3,625

投資活動による収入 373,658

前事業年度よりの繰越金 1,308

※端数処理の関係で合計が合わないことがある。
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（単位：百万円）

区 分 金 額
資金支出 3,487

業務活動による支出 21
投資活動による支出 3,466

次事業年度への繰越金 1

資金収入 3,487

業務活動による収入 29

事業収入 7

その他の収入 22
投資活動による収入 3,458

前事業年度よりの繰越金 1

※端数処理の関係で合計が合わないことがある。

＜出資承継勘定＞
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